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賃貸用物件の管理委託契約書   ［表題部］ 

甲  委託者（建物所有者） 〇〇 

乙  受託者 株式会社リード・パートナーズ 

 

物件の表示  

物 件 名 〇〇  

所 在 地 
（住居表示）〇〇 

（ 地 番 ）〇〇 

交 通 〇〇線〇〇駅 
徒歩 〇分 

バス   分 停歩  分 

種 別 アパート 

構 造 木造  

面 積 賃貸部分の総専有面積   〇〇㎡ 契約賃貸戸数   〇戸 

間 取 り  1R×6戸  

駐 車 場  有 or 無（貸室部分に付属するもの 台・貸室部分に付属しないもの 台） 

建物所有者  法人 or個人 所有者の住居 ： 別宅  

 

管理条件  

契 約 期 間 〇〇年 〇〇月〇〇日から 2 年間（その後は１年ごとの自動更新） 

管理開始予定日 〇〇年〇〇月〇〇日    

管  理  料 月額賃料の 5％※税別    

新規契約時の 
報酬 

賃料共益費合算の１ヶ月分＋２０，０００円

(税別) ※その他、仲介業者への AD 分そ

の他実費がかかります。 

ジモティ・ウチコミを乙が運用して成約した

場合は賃料共益費合算２ヶ月分＋２０，０００

円（税別）を頂戴致します。 

   

 

駐 車 場 賃 料 月額賃料の 5％ ※税別    

 

追 加 補

正 

有 無 

 



 

表題部記載の委託者(以下、「甲」という。)と同受託者（以下「乙」という。）と

は、下記の通り、「賃貸用物件の管理委託契約」を締結する。 

 

第１条(管理委託契約) 

本契約は、乙が、甲所有の表題部記載の物件(以下「本物件」という。)について

賃貸借管理業務一切をすることを目的とする。 

 

第２条(契約期間、入居可能日) 

  １． 本契約の契約期間は、表題部記載のとおりとする。  

  ２． 表題部記載の管理開始予定日において、本物件の電気・ガス・上下水

道・浄化槽等設備の全部または一部が使用できず、本物件での生活が可能で

はない場合は、管理開始予定日を上記の設備の全部が使用可能となり本物件

での生活が可能となった日に変更する。  

３． 前項の場合、契約期間は変更された管理開始予定日から３年間とする。 

４． 第２項の場合、乙が被った損害（乙が入居者(契約者)に対して支払った

損害賠償等)は、甲が負担するものとする。 

 

第３条(管理料) 

１． 甲が乙に支払う管理料は、表題部記載のとおりとする。 

  ２． 甲は、本物件に空室があるときは、乙に対して当該空室部分の管理料支払

い義務を負わないものとする。 

３． 乙は、本物件の入居者(契約者)より毎月末日までに翌月分の賃料を集金し、

集金した賃料から管理料その他の諸費用を控除した上、その残金を、毎月末日

（金融機関休業日は翌 営業日。以下同じ。)に甲の指定する金融機関の口座

に振り込んで支払うものとする。 

  ４． 前項の振込みに要する費用（振込手数料等）は、甲の負担とする。 

 

第４条(駐車場管理料) 

１． 甲は乙に対し、表題部の駐車場(自動車保管場所)についても本契約貸室部

分とともに一括して管理を委託し、表題部に定める管理料を甲に支払うものと

する。 

２． 甲は、借主のない駐車場がある場合は、乙に対して当該駐車場部分の管理

料の支払義務を負わないものとする 

３． 乙は、駐車場契約者より毎月末日までに翌月分の駐車場賃料等を集金し、

集金した駐車料から管理料その他の諸費用を控除した上、その残金を、毎月末

日(金融機関休業日は翌営業日。以下同じ。)に、甲の指定する金融機関の口座

に振り込んで支払うものとする。 

  ４． 駐車場賃料の振込みに要する費用(振込手数料等)は、甲の負担とする。 

 
第５条(乙の業務の内容) 
    乙は、本物件の賃貸借管理業務の受託者として、下記各号の業務を行うも

のとする。ただし、乙はこれらの業務を第三者に委託することができるもの
とする。 

    1) 物件の評価 
     ① 物件の診断（間取り、外観・外溝、設備・仕様、防犯体制、環境） 



 

     ② 募集条件の立案 

     ③ 各戸毎の賃料の設定 
    2) 入居者募集業務と賃貸借契約の締結 
     ① 募集計画の立案 
     ② 募集図面の作成 
     ③ 広告及び営業活動による入居者(契約者)の募集 
     ④ 仲介業者に対して行う、媒介契約の代理締結 
     ⑤ 入居者(契約者)の調査、審査、選定 
     ⑥ 入居者(契約者)との賃貸借契約書・その他必要書類の作成及び管理 
     ⑦ 入居者(契約者)と行う、貸室賃貸借契約の代理締結及び説明 
     ⑧ 借家人賠償責任担保特約付家財保険の付保の推進 
     ⑨ 契約に伴う金員の精算業務 

    3) 入居者等の対応 

     ① 入居者(契約者)への建物内外の使用方法等の説明及び指導 

     ② 入居者(契約者)からの問合せ・相談及びクレームの受付と対応 

     ③ 近隣住民からの問合せ・相談及びクレームの受付と対応 

     ④ 緊急対応(騒音、異臭、喧嘩、暴漢、鍵紛失、不審者、盗難、急病、 

違反駐車等) 

     ⑤ 契約違反の是正 

     ⑥ 滞納賃料の督促と回収 

     ⑦ 契約違反者の明け渡し交渉 

     ⑧ 解約の受付及び手続き 

     ⑨ 部屋引渡しと内部点検 

     ⑩ 内装原状回復工事の費用負担の調整 

     ⑪ 原状回復工事業者への見積り依頼と金額交渉及び代理発注 

    4) 物件対応 

     ① 建物の法定点検 (消防設備・貯水槽・エレベーター・電気設備・建 

築設備点検等) の実施管理 

     ② 日常的な建物管理 (配水給水設備・共用照明機器等の点検清掃、風 

紀・ゴミ処理等の対処、管理人の手配管理、日常及び定期清掃、植 

栽管理、検針業務等) の実施管理 

     ③ 緊急対応 (停電、漏電、漏水、断水、排水詰り、騒音、ガス漏れ、 

ガラス割れ、エレベーター故障、管球切れ、鍵故障等) 

     ④ 中長期の修繕計画の立案 

     ⑤ 上記の業務にかかる業者の選定と代理発注及び金員の精算業務 

    5) 出納業務 

     ① 入居者(契約者)との契約時における契約金等の授受 

     ② 入居期間中の賃料・共益費その他公共料金等の徴収 

③ メンテナンス費及び共用公共料金等の立て替え払い (ただし、甲乙間

で毎月の賃料送金時に乙が支払った費用及び料金と賃料を相殺するこ

とができる。) 

     ④ 入居者退去時の原状回復費用の敷金内精算もしくは徴収 

     ⑤ 入居者(契約者)への預かり敷金の返還 

    6) 再契約・更新契約時の業務 

     ① 再契約・更新者一覧の管理 



 

     ② 賃貸条件・賃料等の条件改定の立案 

     ③ 再契約・更新契約の締結交渉及び代理締結 

     ④ 借家人賠償責任担保特約付家財保険の付保(更新手続き)の推進 

     ⑤ 契約に伴う金員の精算業務 

    7) 経営管理 

     ① 空室対策の立案 

     ② 市場の分析と調査 (エリアにおける賃貸市場動向の把握) 

     ③ 入居者ニーズの把握 

     ④ 運営コスト削減のための立案 

     ⑤ 運営計画の立案と検証 

    8) 甲への報告書の発行 

     ① 乙と入居者との間の月次および年次の支払明細書（契約一覧・賃料入

金・各種控除項目）の発行 

     ② 入居者対応報告書の発行 
     ③ 本物件対応報告書の発行 
     ④ 本物件についてのメンテナンス報告 
    9) 情報管理 
     ① 建物及び設備・仕様の情報 
     ② 入居者(契約者)の情報 
     ③ 出納業務の履歴 
     ④ 入居者及び物件対応の履歴 
 
第６条(敷金、礼金・募集管理料相当額、再契約料・更新料) 
  １． 敷金 

1) 本契約日以降期間内に入居者(契約者)の差し入れる敷金は、乙がその責任に
おいて受領・保管するものとし、甲・乙間では敷金の授受はないものとする。

ただし、甲と入居者(契約者)間の賃貸借契約において敷金償却の特約があ
る場合には、乙は、入居者（契約者）から得た敷金の償却分相当額を甲に支
払うものとする。また、乙の保管する敷金には利息をつけない。 

2) 敷金の充当順位については、本物件の原状回復費用にまず充当し、残
額があれば未払い賃料等に充当するものとする。 

  ２． 新規契約時の報酬及び礼金 
乙が甲を代理して新規の入居者(契約者)との間で新たに賃貸借契約（以

下、「新規契約」という。）を締結した場合、甲は乙に対し、新規契約に
おける賃料の１か月分＋20,000 円(税別)相当額の報酬を支払う。 

ただし、甲が新規契約により入居者（契約者）から礼金を受領する場
合、乙は甲に対し、前記報酬額から当該礼金（共益費に相当する部分は除
く）の額を控除した残額を支払うものとする。 

  ３． 再契約料・更新料、事務手数料 
入居者(契約者)より取得する再契約料、契約更新料、再契約事務手数料、

及び契約更新事務手数料は乙が取得するものとし、甲と乙との間では再契約
料、契約更新料、再契約事務手数料及び契約更新事務手数料の授受はないも
のとする。 

 
第７条(入居者(契約者)の選択) 
     本契約中において入居者(契約者)の選定は、乙の責任において乙の判断で



 

行うものとし、甲は、乙の承諾なしに本物件に入居者(契約者)を入居させて

はならない。 

 

第８条(費用負担) 

  １． 甲は、管理開始可能日以降、本物件の貸室内における公共料金の基本料金

及び入居中の公共料金の滞納分、ならびに空室中の公共料金を負担する。 

  ２． 甲は以下の建物共益費等の費用を負担する。 

     1) 共用部分の電気料金及び水道料金 

     2) エレベーターの維持・点検費 

     3) 共用部分の修繕費・清掃費 

     4) 入居者退室毎の貸室内の原状回復リフォーム工事費用 

     5) 建物の外壁塗装・屋上防水等建物の維持及び美観維持のための改装・ 

リニューアル費用 

     6) 敷地内共用部分の植栽の剪定・維持費 

     7) 建物設備の法定点検費 

     8) 建物設備の維持・点検及び清掃費 

     9) 管理人及び巡回点検清掃員の費用 

     10) 本物件の公租公課 

     11) その他建物設備等で乙の負担に属さないもの 

  ３． 甲は本件建物内外の生活設備、防犯設備等の補修が必要となった場合、又 

はこれらの新たな設置が必要となった場合には、入居者(契約者)が負担すべ 

き下記費用を除き、その全額を負担するものとする。ただし、入居者(契約 

者)負担分については、乙が入居者 (契約者 )から徴収するものとする。 

   〔入居者(契約者)が負担すべき費用〕 

     1) 入居者(契約者)の故意・過失その他通常の使用方法を超えるような

使用により生ずる補修費用 

     2) 電球の交換等、生活消耗品についての補修費用 

  ４．乙は本物件の付帯設備等を修繕することができ、甲が費用を負担すべ

き部分に関する修繕及び乙が甲の財産を維持するため必要と判断した修繕

については、乙はその費用を甲に請求することができる。ただし、乙は、緊急

を要する場合及び修繕費用が２万円以下の小修繕を除き、修繕をする際は事前

に甲に連絡するものとする。 

  ５． 甲・乙は、下記特約条項に定額または定率の共益費を定めた場合は、前４

項に定める甲の共益費の実費負担に代え、下記特約条項に定める定額または定

率の共益費の負担に代えることができるものとする。 

 

    定額共益費・定率共益費          (   ％・円） 

  ６． 入居者(契約者)との間で滞納家賃取立、明渡し等の紛争が生じた場合、原

則としてその費用一切は甲の負担とする。 

 

 

第９条(室内の内装原状回復工事) 

１． 甲は入居者(契約者)退去時の原状回復工事につき、入居者(契約者)が負担す

べき下記 1)・2)以外の費用を負担するものとする。ただし、入居者(契約者)負



 

担分については、乙が入居者(契約者)から徴収するものとする。 

     1) 入居者(契約者)の故意・過失その他通常の使用方法を超えるような

使用により生ずる補修費用 

2) その他甲乙間で特約及び乙と入居者（契約者）との間の転貸借契約に

おいて入居者（契約者）の負担としたもの 

  ２． 入居者(契約者)退去毎の内装原状回復工事に関し、乙は貸室内の点検を行

い、修復工事箇所の確定をし、修復工事業者の手配をする。その際に、乙は入

居者(契約者)と協議して入居者（契約者）と甲との費用負担割合を合意するも

のとし、甲は、この合意に従い費用を負担するものとする。なお、乙はこの修

復工事に関し、甲が負担する費用(消費税を除く)に表題部に定める料率を掛け

た金額を甲から徴収できるものとする。 

３． 乙は、修復工事業者の選定を厳正に行い、工事費を一般の相場以下に抑え

るよう努力する。また、乙は、修復工事の発注に関し、甲との利益相反回避の

ため修復工事業者より紹介料の類は一切取得しないものとする。 

 

第１０条(乙の免責事項及び損害保険の付保) 

  １． 甲は、本物件に再調達価格を保険金額とする損害保険(火災保険)を付保す 

るものとし、万一、天災地変、火災、事故等により本物件の滅失毀損等が生 

じた場合は、その損害は保険金等により補填するものとし、乙は一切の責を 

負わないものとする。 

  ２． 本物件の敷地内の交通事故、居住者の行為による事故、第５条及び第９条 

に基づき発注された工事につき請負業者が起こした事故、その他居住者・来 

訪者等による自殺・事件等による損害について、乙は一切の責を負わないも 

のとする。 

  ３． 甲は、甲の負担により施設賠償責任保険を付保するものとし、同保険の被 

保険者として、乙を共同被保険者とすることに同意するものとする。 

 

第１１条(通知義務) 

  １． 乙は、入居者(契約者)との賃貸借契約書を乙の責に於いて保管するが、甲 

の要請があれば契約の内容、入居者(契約者)の内容・状況を甲に通知しなけ 

ればならない。 

２． 乙は建物の異常・破損等を発見したときは、速やかに甲に通知するものと 

する。 

 

第１２条(契約の更新) 

     本契約の期間満了に際し、甲・乙双方より何等の申出がない場合には、本 

契約と同一の条件・期間をもって、本契約は更新されるものとする。 

 

第１３条(契約の解除) 

  １． 甲又は乙は、その相手方が本契約に違反し、１０日以上の猶予をもって是 

正すべきことの勧告を行い、是正されないまま、この猶予期間が経過したと 

きは、本契約を解除することができるものとする。 

  ２． 物件につき第三者による差押え、競売申立て等がなされ、これにより通常の  

入居者(契約者)募集行為ができなくなった場合は、乙は、何等の催告を要する  



 

    ことなく、本契約を解除することができるものとする。 

  ３． 甲又は乙は、３ヶ月の予告期間をもって本契約の解除を相手方へ通知できる  

ものとし、この場合、予告期間の経過をもって、本契約は終了するものとする。 

 

第１４条(本物件の滅失・毀損) 

天災地変・火災等により、本物件の全部あるいは一部が滅失・毀損し、本契

約の目的を達することができなくなった場合は、本契約は当然に終了するもの

とする。 

 

第１５条(敷金の返還) 

     本契約が理由の如何を問わず終了したときは、乙は契約の終了日より２ヶ

月以内に保管する敷金を甲に移管しなければならない。 

 

第１６条(明渡し等の契約終了時の処理) 

本契約が理由に如何を問わず終了したときは、乙は、入居者(契約者)との

間の賃貸借契約書その他本物件の賃貸借管理業務に関して保管する一切の書

類等を甲に引き渡すものとする。 

 

第１７条(損害賠償) 

     甲・乙何れか一方が契約に違反した場合、相手方に損害の賠償を請求する 

ことができる。 

 

第１８条(物件の命名) 

  １． 本物件が新築物件であり、本契約締結時に物件の命名が未了の場合、アパ

ート・マンション等の名称は、甲・乙協議の上決定するものとする。 

  ２． 前項により決定した名称は甲の費用負担でネームプレート等によりエント

ランス部分に掲示するものとする。 

 

第１９条(本物件の譲渡・相続) 

１. 本契約期間中に甲が本物件の所有権を第三者に移転する場合は、事前に乙に

対して書面にて通知するものとする。この場合、本契約の効力は新しい所有権

者に及ぶものとし、甲は、自らの責任をもって、本契約の一切の地位を新しい

所有者に承継させるものとする。 

２. 本契約は、甲の死亡により当然に解除されないものとし、乙は甲の相続人か

ら、第１３条３項に基づく解約の告知を受けるまで、本契約を継続するものと

する。 

 
第２０条(入居者(契約者)との契約の形態) 

乙は甲と入居者(契約者)との賃貸借契約を平成１２年３月１日施行の定
期借家契約で行うか従来の賃貸借契約で行うかを乙の裁量にて判断できる
ものとする。 

 
第２１条 (個人情報の収集・利用の同意) 

１． 甲は、本物件の仲介及び賃貸住宅の管理・修繕等のため、甲及び本物件・敷  
地の所有者の個人情報を乙又は本部及び本部が提携している共済会・保険会 



 

社・仲介会社・管理会社・収納代行会社・家賃保証会社、これらの委託業者(以 

下、「利用者」という。)が収集・利用することに同意する。 
  ２． 前項における個人情報とは、以下の内容とする。 
     1) 氏名、性別、生年月日、年齢、住所、電話番号、メールアドレス、職業、 

銀行の口座番号その他本物件の仲介及び賃貸住宅の管理・修繕等に必要と 
      なる情報で特定の個人が識別され又は識別されうる情報等で、本物件の管 
      理に必要な範囲で甲から直接・間接的に収集する情報。 
     2) 甲所有の本物件に関する情報。 
     3) 契約内容に関する情報。 
     4) 本契約履行に関する情報。 
     5) その他本契約履行に関連する情報。 
  ３． 本条における利用目的及びその利用範囲とは、以下の通りとする。 
     1) 利用者は、仲介・入居審査・管理・修繕・保険契約・口座振替手続に前 
      項の個人情報を利用する場合。 

     2) 本部が前号の目的のため、前項の個人情報を利用する場合。 
     3) 利用者が、自己の営業案内、マーケティング活動の目的で、案内・ダイ 

レクトメール・メールマガジン等を送付・架電する場合。 
  ４． 利用者は、前項に定められた目的以外には第１項の個人情報を利用または 

第三者へ提供してはならない。なお、甲が合意した場合は、本条の限りでは 
ない。 

 

第２２条(規定外事項) 

     本契約に定めのない事項については、借地借家法・民法・習慣等に従うも 

のとし、甲・乙は、誠意をもって、協議の上解決するものとする。 

 

第２３条(裁判管轄) 

     本契約に関して紛争が生じた場合は、物件所在地または乙の本店所在地を管 

轄する裁判所をもって管轄裁判所とする。 

 

特約条項：



 

甲と乙は、署名(記名)・捺印の上、本書２通を作成の上、各１通ずつ保管する。 

 

年   月   日  

 

甲  

住  所：                              

氏  名：                            

PHONE：                            

連絡先(甲の住居と連絡先が異なる場合) 

住  所：〒                         

氏  名：                          

PHONE：                           

 

甲の指定振込先口座  

金 融 機 関 名  銀行  支店    

口 座 番 号  普通預金   

口 座 名 義   

 

乙  

住  所：〒160-0023 東京都新宿区西新宿 6-21-1 ｱｲﾀｳﾝﾌﾟﾗｻﾞ 2F                       

氏  名：株式会社リード・パートナーズ  代表取締役  志村義明                        

TEL：  03-5989-0411                          

 



 

入   居   条   件 

 

項       目  適       用  備           考  

(1K, 1DK

で ) 

２人入居  

内容による    

子       供  不可  
(不可でも入居中に生まれたら法的

には退去不可) 

事務所使用  内容による    

石油  

ストーブ  
不可  (石油ファンヒーターは承諾 ) 

自   転   車  内容による    

バ   イ   ク  内容による   

楽      器  内容による  

不可とはﾋﾟｱﾉ,管楽器,打楽器,声

楽 

(部分承諾/ﾊﾞｲｵﾘﾝ,笛,電気楽器) 

ペ   ッ   ト  不可  
不可とは犬,猫,毒蛇,猛獣,うさぎ 

(部分承諾/小鳥,魚,etc・・・) 

そ   の   他  内容による   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

契 約 必 要 書 類 

 

契

約

者  

個人  

現地管理会社の審査基準に準拠 

 

 

法人  

現地管理会社の審査基準に準拠 

 

 

 

連

帯

保

証

人  

現地管理会社の審査基準に準拠 

 

 

 

 

 
 

                                       

                                       

                                       

                                       

                                       

                                       

                                       

                                       

                                       

                                       

                                       

                                       

 


